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大阪府寝屋川市は若年人口が減少しており，過剰に存在する公共施設の再編を検討する必要がある． 

本研究では寝屋川市内の公立小学校に注目し，再編後の歩行負担の最小化，校舎数の削減，学級数の最

適化を目的として，大字の学区を変更し，歩行負担を再計算し，再編前と比較した． 

結果，校舎数，歩行負担は減少し，小学校の学級数は適切範囲内に収まった． 
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1. 研究の背景と目的  

 

 少子高齢化が進行し，第一次ベビーブームから約50

年ほど経過した今，老朽化した公共施設が少ない人口

に対して過剰に存在する．寝屋川市も例にもれず若年

層人口が減少しており，公共施設の再配置を検討する

必要に迫られている． 

 本研究では近年，目立つ学校施設の統廃合に注目し，

学級数の適正化．校舎数の削減，小学校の統合，小学

生の歩行負担を最小限に抑えることを目的として，小

学校の統廃合や校区の見直しを行うことにより寝屋川

市内における小学校の再編を検討する． 

 

 

2. 寝屋川市全体の現状  

 

(1)人口面2) 

 寝屋川市の総人口は2010年から2020年まで平均869.6人

/yearの速さで減少しており(図-1)，今後も減少傾向と予

想されている．年少人口の割合は約12%から変動はない

と予想されている．ここから寝屋川市の年少人口は減

少するといえる． 

 

図-1 寝屋川市将来人口推計 

 

(2)公共施設面 3) 

寝屋川市の学校教育施設は全て耐震化が完了してお

り，その内 71.3％が築年数 40 年を経過している．第一

次ベビーブームに建設された公共施設が過剰に存在し，

廃統合または再利用する必要性がある． 

 

 

3. 寝屋川市内の小学校の問題 

 

(1) 現行の寝屋川市の小学校適正化計画の未達成4) 

2003 年の第 27 次寝屋川市校区審議会答申によると，
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寝屋川市の小学校の見直し項目として，学級規模を 12

から 24 学級に抑えること，同一小学校で中学校が分離

している現象の解消，同一大字で小・中学校が分離し

ている現象の解消，通学路の安全性の確保，その他が

挙げられているが，これらの項目の内，同一大字で

小・中学校が分離している現象の解消以外は達成され

ていない． 

 

(2)各小学校の学級数 

 各学校の総生徒数を1クラス30人として除し，総学級

数を算出した． 

24ある寝屋川市内の公立小学校のうち，学級数が適

正でない学校は，24学級を超える小学校は第五小学校

(39.3学級)の1つ，12学級未満の小学校は三井小学校(10.0

学級)，国松緑丘小学校(10.6学級)，明和小学校(11.0学級)，

梅ヶ丘小学校(10.9学級)，石津小学校(8.7学級)，西小学

校(9.0学級)，啓明小学校(10.8学級)，楠根小学校(5.7学級)，

堀溝小学校(11.2学級)の9つあり，24小学校のうち10小学

校で学級規模が適切ではない状況にある． 

 

 

4. 小学生の歩行負担の算出方法 

 

(1)ダイクストラ法を用いた最短経路問題1) 

 大字の中心から小学校間の最短経路探索の方法とし

てダイクストラ法を用いた．ダイクストラ法とは単一

始点最短経路問題を解くための最良有線探索によるア

ルゴリズムである．ノードとリンクからなり(図-2)，ノ

ードに交差点などの主要な地点，リンクにノード間の

距離や時間をおき，始点から終点までの最短経路を探

索する方法である．また使用した言語はFORTRAN77で

ある．今回は寝屋川市全域における道路ネットワーク

を作成し，ノード始点に町の中心，ノード終点に学校

をおき，町の中心から学校までの距離が最短となるよ

うな経路を探索した． 

 

 

 

 

 

 

図-2 ノードとリンク 

 

(2)小学校における歩行負担の和の計算5) 

 経路探索より得た各町の中心から小学校までの最短

距離を表計算ソフトにまとめた． 

 ここで小学校における歩行負担の和(各町の中心から

各小学校までの総距離)を以下の式で求めた． 

𝐷𝑗 =∑𝑁𝑖𝑑𝑖𝑗

𝑛

𝑖=1
 

ただし 

𝐷𝑗：小学校𝑗における歩行負担の和(各町の中心から各学

校までの総距離)(m) 

𝑖：大字の中心 

𝑗：小学校 

𝑁𝑖：大字𝑖の児童数(人) 

𝑑𝑖𝑗：大字𝑖から学校𝑗までの歩行距離(m/人) 

 この式から得られた𝐷𝑗を，再編前後で計算・比較す

ることにより考察を行う． 

 

(3)学校別にみる小学生一人当たりの歩行負担 

 寝屋川市にある24の小学校について，5章で述べた𝐷

をそれぞれその学校に通う児童数で除し，小学生一人

当たりの歩行負担を算出した．これが大きい学校は今

後校区を再編成する際，優先的に校区の変更を試みる． 

 歩行負担の最大値は1129.59mで三井小学校，次いで

1026.74mで梅ヶ丘小学校，980.71mで点野小学校，

924.67mで第五小学校，866.59mで国松緑丘小学校となっ

た．平均値は735.80m，分散は27613m²だった． 

 

(4)大字別にみる小学生一人当たりの歩行負担  

 寝屋川市には177の大字があり，4章2節で述べた𝐷を

それぞれその地域に住む児童数で除し，小学生一人当

たの歩行負担を算出した．これが大きい大字は今後校

区を再編成する際，優先的に校区の変更を試みる． 

 歩行負担の最大値は2219.57mで大谷町，次いで

1897.83mで寝屋2丁目，1569.68mで明徳1丁目となった．

平均値は754.35m，分散は131652m²だった． 

 4.(3)の結果と比較すると，小学生の歩行負担は小学校

別に見るより大字別に見る方がばらつきが大きいこと

が分かる． 

 

 

5. 小学校再編の方法  

 

校区を再編し，学級規模を 12から 24学級に調整する

とともに，小学生の歩行負担をできるだけ最小減に抑

えるような校区再編方法について検討する． 

学級数が適正でない校区を解体し，その校区が含む

大字を歩行負担が最小限になるよう隣接する校区に振

り分ける．振り分け後に歩行負担，学級数を再計算し，

再編前と比較する．これにより，学級数の適正化，寝

屋川市全体での歩行負担の削減，校舎数の削減，小学

校の統合が期待できる．以下に校区再編の際のフロー

チャートを示す(図-3)． 

(1a) 
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図-3 校区再編フローチャート 

 

 

6. 寝屋川市の小学校再編の結果 

 

 5.で述べた小学校再編の方法を用いて，寝屋川市の小

学校再編を行った結果を示す．図4から図9はすべて上

方向が北であり，片矢印は大字の異動が一方向，両矢

印は校区同士で大字の異動があることを示している． 

 

(1) 梅が丘，明和校区の再編 

梅が丘小学校，明和小学校はともに学級数が 12 学級

未満なので，不適正である．よって梅が丘小学校を廃

校にし，明和小学校に合併する．再編後は梅ヶ丘学区

の大字はすべて明和学区に含まれる(図-4)． 

歩行負担についてはこの区域の総計が再編前では

519.50km，再編後では424.82kmで94.68km(約18%)の削減

となった． 

 学級数，校舎数については梅が丘小学校(10.9 学級)，

明和小学校(11.0学級)から明和小学校(21.9学級)の一校に

再編され，明和小学校は適正学級数となった. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 梅が丘，明和校区(図中の数字は再編前の学級数) 

 

(2)石津，田井校区の再編 

 石津小学校は学級数が12学級未満なので，不適正で

ある．よって石津小学校を廃校にし，田井小学校に合

併する．再編後は石津小学校の大字はすべて田井学区

に含まれる(図-5)． 

 歩行負担についてはこの区域の総計が再編前では

451.28km，再編後では441.39kmで9.89km(約2%)の削減と

なった． 

 学級数，校舎数については石津小学校(8.7 学級)，田

井小学校(13.2学級)から田井小学校(21.9学級)の一校に再

編された．田井小学校は学級数が増加したが，24 学級

未満なので，適正学級規模を満たしている. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 石津，田井校区(図中の数字は再編前の学級数) 

 

(3)楠根，東，南校区の再編 

 楠根小学校は学級数が12学級未満なので，不適正で

ある．よって楠根小学校を廃校にし，東小学校区と南

小学校区に楠根小学校区の大字を振り分ける．再編後

は東小学校と南小学校のみとなる(図-6)． 

 歩行負担についてはこの区域の総計が再編前では

830.82km，再編後では 861.72kmで 30.91km(約 4%)の増加

となった．寝屋川市全体での歩行負担の総計が減少す

れば良いので問題はないと判断した． 

学級数，校舎数については楠根小学校(5.7 学級)，南

小学校(14.4学級)，東小学校(21.2学級)の 3校から南小学

校(16.3学級)と東小学校(26.1学級)の 2校に再編された． 

 

図-6 南，楠根，東校区(図中の数字は再編前の学級数) 
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(4)三井，第五，宇谷，国松緑丘校区の再編 

 国松緑丘小学校, 三井小学校，第五小学校は学級数が

適正規模12から24学級を逸脱しているので，不適正で

ある．よって三井小学校を廃校にし，三井小学校区の

大字を第五，国松緑丘，宇谷小学校区に振り分ける．

また隣接する校区同士で歩行負担が減少するように大

字の学区変更を行った(図-7)． 

 歩行負担についてはこの区域の総計が再編前では

2007.80km，再編後では1941.97kmで65.83km(約3%)の減少

となった． 

 学級数，校舎数については第五小学校(39.4 学級)，三

井小学校(10.0学級)，国松緑丘小学校(10.6学級)，宇谷小

学校(12.6学級)の 4校から第五小学校(37.9学級)，国松緑

丘小学校(16.2学級)，宇谷小学校(23.8学級)の 3校に再編

された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 三井，第五，宇谷，国松緑丘校区 

(図中の数字は再編前の学級数) 

 

(5)和光，啓明，神田校区の再編 

 啓明小学校は学級数が12学級未満なので，不適正で

ある．よって隣接する校区同士で歩行負担が減少する

ように大字の学区変更を行った(図-8)． 

 歩行負担についてはこの区域の総計が再編前では

967.39km，再編後では859.12kmで108.27km(約11%)の減少

となった． 

 学級数，校舎数については啓明小学校(10.8学級)，和

光小学校(23.6学級)，神田小学校(12.6学級)から啓明小学

校(12.3学級)，和光小学校(22.5学級)，神田小学校(17学

級)と，このように再編された．啓明小学校の学級規模

が適正化された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 和光，啓明，神田校区(図中の数字は再編前の学級数) 

 

(6)桜，池田，西，成美校区の再編 

桜，西，成美小学校は学級数が12学級未満なので，

不適正である．よって桜小学校を廃校にし，桜小学校

区の大字を西，池田，成美小学校区に振り分ける．ま

た隣接する校区同士で歩行負担が減少するように大字

の学区変更を行った(図-9)． 

歩行負担についてはこの区域の総計が再編前では

1006.45km，再編後では963.51kmで42.94km(約4%)の減少

となった． 

 学級数，校舎数については桜小学校(11.7学級), 西小学

校(9.0 学級), 成美小学校(11.8学級), 池田小学校(15.9 学級)

の 4校から西小学校(18.1学級), 成美小学校(13.6学級), 池

田小学校(22.1 学級)の 3 校となった．再編後の 3 校はい

ずれも適正学級規模に収まる． 

 

図-9 桜，池田，成美校区(図中の数字は再編前の学級数) 
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7. 寝屋川市の小学校再編の総括・考察と課題 

 

学校数については再編前24校に対し，再編後は19校

となり5校すなわち約21%減少した．学級数が不適正な

学校の割合は再編前で24校中10校(約42%)，再編後は19

校中3校(約16%)となり，約26%分の適正化に成功した． 

歩行負担は再編前の総計で80,37.36kmに対し，再編後

では7,714.15kmとなり323.21km(約4%)減少となった．原

因としては，学級数適正化と歩行負担の最小化が大字

の学区間異動では両立できない点が挙げられる．現に

石津，田井，北学区で試算すると6章2節で述べた場合

より約3%多く歩行負担を削減できた．しかし，適正学

級数の学校をつくられなかった． 

今回の学校区再編は令和3年度の小学生徒の人数で試

算したため，将来的な小学生徒の人口減少を予測した

上での再編を考えるに不十分である．寝屋川市の将来

的な大字別小学生人口を予測し，現在と比較すること

で将来的にも有効な学校区再編が期待できる． 

様々な将来の不確実性に対して，観測可能なデータ

を用いて分析し，適切に未来の社会資本を整備し維持

する計画が求められている．その端緒になれば幸いで

ある．  
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